
●しかも、自治体は消費者として国に消費税

　を取られるのです。特に病院・学校・保育

　所・保健衛生などは消費税増税で実質的な

　予算額が減額となるのです。甲府市の場合

　では消費税が8％から10％の増税で、年

　間13 億円も実質減額となるのです。

●安倍政権の「子育て支援」などは実効性がない

　ばかりか、事実は逆です。消費税増税も同じで

　す。「消費税増税は教育・福祉・子育て支援の財

　源」とされていますが、これも事実は逆です。

●自治体財政では、たとえ地方消費税が収入と

　して増やされても、普通の自治体は同額の地

　方交付税が減額されプラスマイナスはゼロと

　なります。

・減額になったのは上下水道料金だけです。
・国保料は1 万 7110 円の負担増
・国民年金料は5 万 7360 円の負担増
・特にひどいのは住民税・所得税で、13 万 3
　300 円の負担増です。これは子育て家庭の
　ための増減である年少者扶養控除を廃止し
　たからです。

消費税増税は自治体の社会保障・教育を後退させる！
甲府市の財政では10％増税で13 億円も減額に！

＊消費税8％は実質額であり、10％は想定額。甲府市財政課資料より

主張して
います

●上記の2つの円グラフは、私が議会質問で

　使用したパネルです。世帯年収入380 万円

　の4人家族の家計で2017 年度と10 年前

　を甲府市で試算し比較したもです。

●10 年前と比べて家計が極めて圧迫され苦

　しくなっていることがよくわかります。

10年間で生活不安が強まった！さらに消費税増税で社会保障も後退に！



ＮＯ！生活不安に
消費税増税に
生活不安は確かに強まっています
だから、この街から出来ることを
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●私は、「ペナルティ制度」の実行を抑え、「減額

　免除制度」の創設や適用を求めてきました。ま

　た保険料や上下水道料金の引き下げなども要

　求してきました。自治体議員と自治体の基本は

　「住民福祉の増進」〔地方自治法〕です。国の悪

　政と生活不安に抗して住民の皆さんと共にや

　れることはいっぱいあるのです。

●しかし、その一方で、「貧困・天災や火災など災

　害・病気・事業の休廃業・倒産・失業」などの事

　情で「払いたくても払えない」実情がある場合

　には、憲法から規定された納税者の権利・生存

　権などから「減額免除制度」があるのです。

●例えば、国保でも「保険料の減額免除制度」や

　「患者負担の一部免除や猶予の制度」も法的に

　あるのです。

●どこの自治体も保険料・使用料・税を滞納すると

　その家庭にいくつものペナルティを与え、「市民

　としての公平な権利・サービスを与えない」とい

　う「ペナルティ制度」が強められています。つま

　り「払いたくても払えない」実情のある家庭に、

　追い打ちをかけ、さらに生活困窮家庭にして沈

　めてしまうことになります。

●例えば、国保保険料滞納の場合では、保険証も使

　えなくなり受診抑制が強いられてしまいます。

ペナルティは問題です！ 負担の引き下げを！

負担金の減免制度があります

ペナルティ制度は問題です


